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【手続補正書】
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【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　放射線撮影装置であって、
　対象物に曝射する放射線強度を指定する指定手段と、
　前記指定手段によって指定された放射線強度が、予め定められた放射線強度以上となる
か判定する放射線曝射制御手段と、
　前記放射線曝射制御手段の判定に基づき、前記放射線強度が推奨放射線強度以上となる
ことを示す警告信号を発生する警告発生手段と、
　を備えることを特徴とする放射線撮影装置。
【請求項２】
　前記放射線曝射制御手段は、前記放射線強度と前記推奨放射線強度とに基づき、前記指
定手段によって指定された放射線強度で放射線の曝射が可能な基準時間を算出することを
特徴とする請求項１に記載の放射線撮影装置。
【請求項３】
　前記放射線曝射制御手段は、前記指定手段によって指定された放射線強度が前記予め定
められた放射線強度以上となるときから計測された時間が基準時間を超えるか判定し、
　前記警告発生手段は、前記放射線曝射制御手段の判定に基づき、放射線曝射時間が前記
基準時間を超えることを示す警告信号を発生することを特徴とする請求項１に記載の放射
線撮影装置。
【請求項４】
　前記放射線曝射時間が前記基準時間を超える場合、前記放射線曝射制御手段は、放射線
発生手段を制御して、前記推奨放射線強度まで低下した曝射放射線強度を、前記放射線発
生手段から前記対象物に曝射させることを特徴とする請求項３に記載の放射線撮影装置。
【請求項５】
　指定手段と、放射線曝射制御手段と、警告発生手段とを備える放射線撮影装置の制御方
法であって、
　前記指定手段が、対象物に曝射する放射線強度を指定する指定工程と、
　前記放射線曝射制御手段が、前記指定工程によって指定された放射線強度が、予め定め
られた放射線強度以上となるか判定する放射線曝射制御工程と、
　前記警告発生手段が、前記放射線曝射制御工程の判定に基づき、前記放射線強度が推奨
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放射線強度以上となることを示す警告信号を発生する警告発生工程と、
　を備えることを特徴とする放射線撮影装置の制御方法。
【請求項６】
　前記放射線曝射制御工程では、前記放射線強度と前記推奨放射線強度とに基づき、前記
指定工程によって指定された放射線強度で放射線の曝射が可能な基準時間を算出すること
を特徴とする請求項５に記載の放射線撮影装置の制御方法。
【請求項７】
　放射線撮影装置の制御方法をコンピュータに実行させるプログラムを格納したコンピュ
ータ可読の記憶媒体であって、当該プログラムが、
　対象物に曝射する放射線強度を指定する指定工程と、
　前記指定工程によって指定された放射線強度が、予め定められた放射線強度以上となる
か判定する放射線曝射制御工程と、
　前記放射線曝射制御工程の判定に基づき、前記放射線強度が推奨放射線強度以上となる
ことを示す警告信号を発生する警告発生工程と、
　をコンピュータに実行させることを特徴とするコンピュータ可読の記憶媒体。
【請求項８】
　前記放射線曝射制御工程では、前記放射線強度と前記推奨放射線強度とに基づき、前記
指定工程によって指定された放射線強度で放射線の曝射が可能な基準時間を算出すること
を特徴とする請求項７に記載のコンピュータ可読の記憶媒体。
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